
 

 

令和７年度 大東文化大学社会教育主事講習 実施要項 

 

1． 目 的 

この講習は、主として社会教育主事となる資格を得るために修得すべきすべての科目を

修得している者を対象として、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第９条の５の規定

及び社会教育主事講習等規程（昭和２６年文部省令第１２号。以下「省令」という。）に基

づき実施するもので、社会教育に携わる専門的職員等の資質の向上を目的としています。 

なお、所定の単位を修得することにより、社会教育士(講習)と称することができます。 

 

2． 実施機関 

学校法人大東文化学園 大東文化大学 

 

3.  定 員  

30 名 

 

4.  開催期間及び日時 

令和 7年 10 月 2 日（木）～令和 8 年 1 月 22 日（木） 

毎週木曜日 18：15～21:25（休憩を挟む） 1日 2コマ開講 

※詳細は別紙「令和 7度社会教育主事講習日程表」を参照してください。 

 

5.  カリキュラムの特徴 

子ども、女性、ニューカマーの貧困・格差問題に焦点を当てたカリキュラムとなっており

ます。詳細は別紙「令和 7年度カリキュラム概要」を参照してください。 

 

6.  受講資格 

社会教育主事講習等規程の一部を改正する省令(平成 30 年文部科学省令第 5 号)の施

行以前に社会教育主事となる資格を得るために修得すべきすべての科目を修得している方

(社会教育主事講習修了者及び大学等での社会教育主事任用資格取得者) 

 

7.  実施場所 

 オンライン形式（Zoomアプリケーション） 

 

8.  開設科目及び単位  

社会教育主事講習等規程第 3 条で定める科目のうち、2 科目 4 単位を開設します。  

○生涯学習支援論 2 単位  

○社会教育経営論 2 単位  

  ※1科目のみの受講も可能です。 
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9.  受講手続きの流れ                受講者    大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期 間 手続き内容 

2025年 6月 16日（月）9時～ 

9 月 1 日（月）17時 

大学ホームページ上の受講申込フォーム（Googleフォーム）への入力 

以下の 2点の書類を PDF又は画像データでアップロードしてください。 

 

①受講資格を証明する書類 

社会教育主事講習等規程第 2 条各号それぞれに必要な書類は以下のとおりです。 

P8 のフローチャートを参照の上、該当するものを１点 

・ア 第 1号該当者 出身大学・短大等の「卒業証明書」  

・イ 第 2号該当者「教育職員の普通免許状」の写し、又は「教育職員免許状授与証明書」 

・ウ 第 3、第 4、及び第 5号該当者「勤務証明書」(様式 2) 

②「社会教育主事講習修了証書」、又は、「単位修得証明書」（出身大学・短大にて発

行） 

 

※各証明書等に記載されている氏名と現在の氏名が異なる場合は、戸籍抄本も合わ

せて添付が必要です。 

※8月 9日（土）～18 日(月)につきましては、大学一斉休暇期間となります。その

ため、この間お問合せ等に応じることができません。 

2025年 6月 16日（月）～ 

※入金が完了するまでは受講確

定ではありませんのでご注意く

ださい。 

受講申込完了メール送信 

受講申込フォーム（Googleフォーム）への入力が完了した段階で、受講申込完了

メールを送信します。また、もしも提出書類に不備がある場合はその旨をご連絡い

たします。 

受講申込完了メール

送信 

受講申込フォームへ 

入力（～9/1締切） 

受講審査結果通知と受講

料支払案内メール送信 

修了（または履修） 

証明書を発行 

講習を受講 

（10/2～1/22） 

受講許可証・当日案内

通知（9/16～） 

受講料のお支払い 

（9/10～9/17） 
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2025年 9月 10日（水） 受講者の決定及び受講審査結果通知／受講料支払案内メール送信 

 本学運営委員会による資格審査を経て、受講の可否を決定します。 受講を許可

された方には、本学から受講料支払方法案内を送信します。 

2025年 9月 10日（水）～ 

9月 17日（水） 

受講料のお支払い 

1 科目 16,000 円 (2 科目 32,000 円) 

一旦納入された受講料につきましては、理由の如何を問わず、返金をいたしませ

んのでご了承ください。講習に係る通信料等は自己負担となります。 

2025年 9月 16日（火）～ 受講許可証・当日案内の通知 

入金が確認でき次第、受講証及び当日の案内をメールにて送信します。 

2025年 9月 18日（木） 

18時 15分～(30分程度) 

※任意参加 

zoom接続テスト ※任意参加 

接続方法に不安のある方は接続をお試しください。詳細は受講案内に記載します。 

2025年 10月 2日(木) 

～2026年 1月 22日（木） 

社会教育主事講習 開講 
※詳細は、「令和 7年度社会教育主事講習日程表」参照 

2026年 2 月上旬～2月中旬 修了（または履修）証書の発行 

 本講習の修了後、修了証書を授与し、社会教育士(講習) が付与されたことを証明

します。また、1 科目のみ受講の場合は、修得した科目の「単位修得証明書」を交付

します。 

 

 

10．非常変災時等における対応・代替措置について 

対応の在り方・代替措置 

本学の通信機器不備によりオンライン講習に支障が出た場合 

  原則別日程を確保し、オンラインで実施する予定ですが、受講者の事情を考慮しオンデ

マンド配信をする場合もあります。 

   

11．問い合わせ先 

 〒175-8571 東京都板橋区高島平 1-9-1 

 大東文化大学 教職課程センター事務室 社会教育主事講習係 

 電話番号：03-5399-7320  メールアドレス：sk-kousyu@ic.daito.ac.jp 

 

  

mailto:sk-kousyu@ic.daito.ac.jp
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12. その他注意事項【重要】（※必ずご確認ください！） 

●通信環境の準備について 

（１）本講習は Zoomアプリケーションを使用し、授業を行います。また、当日の資料や課

題の提出は Googleクラスルームを使用します。これらを利用できる環境をお持ちで

ない場合は受講できませんので、ご注意ください。 

※本学より受講者用の Googleアカウントを付与する予定です。zoomアプリケーショ

ンおよび Googleクラスルーム（資料閲覧、課題提出など）は受講者用の Googleアカ

ウントよりログインしてご利用ください。 

 

（２）受講にあたってはインターネット環境が必要となりますが、通信料等は自己負担とな

ります。Wi-Fi環境にない場合はパケット通信料が高額になりますが、その料金は本

学では負担いたしません。なお、スマートフォンでも受講は可能ですが、画面が小さ

く資料等が見にくいため、パソコンまたはタブレット PC での受講をお願いします。 

 

（３）パソコン(タブレット PC)の Web カメラ・マイク等の機器については各自でご準備く

ださい。本学では機材等の貸出は行っておりません。 

 

（４）事前に受講場所の通信環境を整備・確認していただきますようお願いいたします。 

なお、事前に接続テストを予定しておりますので、接続方法や受講場所での wi-fi環

境が不安な方は接続をお試しください。 

 

（５）講習の同時双方向配信時や講習視聴時における各自の機器及びインターネット接続

など受講者側で発生するトラブルについてはご自身で対応してくださいますようお

願いいたします。本学では一切対応いたしかねます。 

 

（６）本講習は、その内容・品質向上を図るため、またオンデマンド視聴用としても収録を

させていただきます。 

 

●講義および試験について 

（７）本講義は zoomアプリケーションを使用した同時双方向型授業となります。画面を

オンにして発言ができる環境にいてください。 

 

（８）本講習は毎時限ごとにレポート提出があります。提出は Googleクラスルーム上で

行っていただきます。講習は演習形式を多く含むため、遅刻の場合は欠席扱いにな

る可能性があります。都合により講習を欠席される場合は、当日の録画映像による

オンデマンド受講（レポート提出あり）をしていただきます。ただし、全講義の 3 

分の 1 以上のオンデマンド受講は（各講座の初回講習・認定試験を除く）は、単
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位認定 の対象外となります。 

 

（９）各科目の最終回にレポートによる認定試験を実施します。生涯学習支援論は、2025

年 11月 20日、社会教育経営論は、2026年 1月 22日に実施します。原則、認定試

験を欠席された場合は単位認定の対象外となりますのでご注意ください。 

 

●その他 

（１０）講習において配信される映像、資料等全てのコンテンツは、その一部であっても複

製はできません。ご自身の履修における私的利用のみに限られています。又、講習の

映像や資料等をインターネット上や印刷等で転用・転記することは著作権法違反に

なり、法的な処罰の対象になりますのでご注意ください。 

 

（１１）本要項の記載内容は、諸般の事情により今後変更となることがあります。変更が生

じた場合には、本学ホームページにて案内します。 

https://www.daito.ac.jp/teaching-profession/social/ 

 

 

  

https://www.daito.ac.jp/teaching-profession/social/
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（参考） 

社会教育法（昭和二十四年六月十日法律第二百七号）（抄） 

（社会教育主事の資格）  

第九条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、社会教育主事となる資格を有する。  

 一 大学 2 年以上在学して 62 単位を修得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、次に  

   掲げる期間を通算した期間が 3 年以上になる者で、社会教育主事の講習を修了した 

     もの  

  イ 社会教育主事補の職にあった期間  

ロ 官公署又は社会教育関係団体における社会教育に関係のある職で文部科学大臣の 

  指定するものにあった期間  

ハ 官公署又は社会教育関係団体が実施する社会教育に関係のある事業における業務 

  であって、社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして文 

  部科学大臣が指定するものに従事した期間（イ又はロに掲げる期間に該当する 

    期間を除く。）  

 二 教育職員の普通免許状を有し、かつ 5 年以上文部科学大臣の指定する教育に関する 

   職にあった者で、社会教育主事の講習を修了したもの  

 三 大学に 2 年以上在学して 62 単位以上修得し、かつ、大学において文部科学省令で 

   定める社会教育に関する科目の単位を修得した者で一号のイからハまでに掲げる期 

     間を通算した期間が 1年以上になるもの。  

 四 社会教育主事の講習を修了したもので（1 号及び 2 号に掲げる者を除く。）で、社 

   会教育に関する専門的事項について一号から三号に掲げる者に相当する教養と経験 

   があると都道 府県の教育委員会が認定したもの。  

（社会教育主事の講習）  

第九条の五 社会教育主事の講習は、文部科学大臣の委嘱を受けた大学その他の教育機関が

行う。  

 ２ 受講資格その他社会教育主事の講習に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。  
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社会教育主事講習等規程（昭和二十六年文部省令第十二号）（抄） 

（講習の受講資格者）  

第二条 講習を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 一 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得した者、高等専門学校を卒業した者 

   又は社会教育法の一部を改正する法律（昭和二十六年法律第十七号。以下「改正 

     法」という。）附則第二項の規定に該当する者  

 二 教育職員の普通免許状を有する者  

 三 二年以上法第九条の四第一号イ及びロに規定する職にあつた者又は同号ハに規定す 

   る業務に従事した者  

 四 四年以上法第九条の四第二号に規定する職にあつた者  

 五 その他文部科学大臣が前各号に掲げる者と同等以上の資格を有すると認めた者  

（受講申込）  

第二条の二 講習を受講しようとする者は、講習を実施する大学その他の教育機関に申込 

書を提出しなければならない。  

第八条 講習を行う大学その他の教育機関の長は、第三条の規定により八単位以上の単位を

修得した者に対して、講習の修了証書を与えるものとする。  

２［略］  

３ 第一項に規定する修了証書を授与された者は、社会教育士（講習）と称することができ

る。  

（注）なお、社会教育法第九条の四第一号ロ・ハに規定する職務及び社会教育法第九条の四

第二号に規定する職についての具体的なことは、「社会教育主事補の職と同等以上の職及び

社会教育に関係のある事業における業務であって、社会教育主事として必要な知識又は技

能の習得に資するもの並びに教育に関する職の指定（平成八年八月二八日文部省告示第一

四八号）」を参照すること。 
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受講資格 

本講座は社会教育主事講習修了者及び大学等での社会教育主事任用資格取得者が対象です 

申込み時に、受講資格を証明する書類を申込フォームにて添付してください。 

 

 

※受講資格を証明する提出書類について（いずれかに該当しない場合は受講できません。） 

     【法 令 区 分】                 【申込時添付書類】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 社会教育関係の職に２年以上

従事していましたか？ 

は い 

いいえ 

「勤務証明書」(様式 2)を 

添付 

二 教育職員の普通免許状を 

有していますか？ 

は い 「教育職員の普通免許状」の写

し、又は「教育職員免許状授与

証明書」を添付 

一 大学・短大等を卒業しています

か？ 

いいえ 

は い 出身大学・短大等の「卒業 

証明書」を添付 

いいえ 

四 学校に４年以上勤務しています

か？ 

は い 「勤務証明書」(様式 2)を 

添付 

いいえ 

五 その他文部科学大臣が一～四に

掲げる者と同等以上の資格を有す

ると認めた者ですか？ 

 

は い 「勤務証明書」(様式 2)を 

添付 


